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	（２）　発行地及び上場・非上場の区分
	発行地： グローバル市場
	上場市場： ルクセンブルク証券取引所等
	（３）　発行日
	2017年7月25日
	（４）　発行額
	10.0億米ドル（2023年2月末現在）
	（５）　利率及び利払金の決定方法
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	期限前償還または買入消却されずに満期償還を迎えた場合、額面金額で償還。
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	※ カントリーリスク
	発行体の属する国の国情の変化（政治、経済、取引規制等）により、投資元本割れや途中売却が出来なくなるおそれがあります。
	※ 元利金の支払いおよび中途換金に関するリスク
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	お取引にあたってのご注意事項について
	◎ 外国債券を募集・売出などにより、または当社との相対取引により購入する場合は、購入対価のみお支払いいただきます。
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